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インフラ分野のDXの推進
― 安全・安心で豊かな生活の実現を目指して ―

国土交通省大臣官房技術調査課長 森　戸　義　貴

１.はじめに

わが国は、現在、人口減少社会を迎え
ているが、潜在的な成長力を高めるとと
もに、新たな需要を掘り起こしていくた
め、働き手の減少を上回る生産性の向上
等が求められている。また、産業の中長
期的な担い手の確保・育成等に向けて、
働き方改革を進めることも重要であり、
この点からも生産性の向上が求められて
いる。こうした観点から、国土交通省で
は、建設現場においてICT（情報通信技術）
の活用や３次元データの活用等、
「i-Construction」を推進している。
今般の新型コロナウイルス感染症を踏

まえ、建設現場の生産性向上や働き方改
革、リモートを中心にした新型コロナウ
イルス感染症対策を実現する上で、
i-Construction の重要性がますます高
まっており、取組の更なる加速が求めら
れている。

また、2020 年９月に発足した菅新内
閣において、行政の縦割りを打破し、大
胆に規制改革を断行するための政策とし
て、行政のデジタル化を強力に推進する
デジタル庁の設置が進められている。菅
総理大臣からは、国民が当たり前に望ん
でいるサービスを実現し、デジタル化の
利便性を実感できる社会を作るという方
針が示されている。
このように政府を挙げ、デジタル化に

よる社会の変革が求められる中、国土交
通省においても、国民目線に立ち、イン
フラ分野のデジタル化・スマート化を、
スピード感を持って強力に推進していく
必要がある。このため、国土交通省では、
インフラ分野においてデータとデジタル
技術を活用し、社会資本や公共サービス
に加え、組織やプロセス、働き方等を変
革し安全・安心で豊かな生活を実現する
ため、インフラ分野の DX（デジタル・ト
ランスフォーメーション）を推進してい

る。
本稿では、国土交通省におけるインフ

ラ分野の DX に関する最新の取組状況を
紹介する。

２.データとデジタル技術を活
用したインフラ分野の変
革～インフラ分野のDX～

インフラ分野におけるデータとデジタ
ル技術の活用は、2016 年度より建設現
場の生産性を高めるため、ICT 施工や
BIM/CIM（Building/Construction 
Information Modeling Management）を
はじめとする３次元データの活用等、
i-Construction を推進してきた。将来的
には、測量から設計、施工、維持管理に
至る建設プロセス全体を３次元データで
繋ぎ、新技術、新工法、新材料の導入、
利活用を加速化することを目指している。
更に、事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、一連の建設生産

図－１　建設生産プロセスを３次元でつなぐ
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システムにおける受発注者双方の業務の
効率化・高度化が期待される（図－１）。
例えば、調査・測量、設計、施工、検

査等のあらゆる建設生産プロセスにおい
て ICT を全面的に活用する取組（ICT 活
用工事）では、図－２のように、国土交
通省において必要な積算や技術基準等の
整備を進め、2019 年度には、直轄工事
の公告件数 2,397 件のうち 1,890 件と、
約８割で ICT 活用工事を実施しており、
また、土工の延べ作業時間が約３割縮減
するなど、一定の効果が現れている。
今般の新型コロナウイルス感染症を踏

まえ、感染症リスクに対しても強靱な経
済構造の構築を加速することが喫緊の課
題として付加された。このため、インフ
ラ分野においても、データとデジタル技
術を活用して、国民のニーズを基に社会
資本や公共サービスを変革する等、DXの
加速化に着手したところである。
調査測量から設計、施工、維持管理の

一連の建設生産プロセスを BIM/CIM 等、
３次元データでつなぐことが、この DX
の基盤になると考えている。
国土交通省は、2012 年度から橋梁や

ダム等を対象に導入し、2019 年度は、
大規模構造物の詳細設計において、BIM/
CIM を原則適用とする等、適用拡大に取
り組んできたところであるが、強靭な社
会経済構造の構築に向け、公共工事の現
場のデジタル化を進め、非接触・リモー
ト型の働き方への転換等を強力に推進し
ており、一つの目標として、2023 年度

までに小規模なものを除く全ての公共工
事で BIM/CIM 活用に転換することとして
いる。

３.インフラ分野の DXの具体
的取組

インフラ分野の DX の加速化に向け、
国土交通省では、省横断的に取組を進め
るべく、「国土交通省インフラ分野の DX
推進本部」を 2020 年７月 29日に設置し、
2020 年 10 月 19 日に開催された第２回
インフラ分野の DX 推進本部では、イン
フラ分野の DX 施策概要を公表した。こ
の中で、大きく４つの方向性で取組を推
進することとしている（図－３）。
１点目は、「行政手続きや暮らしにお

けるサービスの変革」である。
これは、デジタル化による行政手続き

等の迅速化や、データ活用による国民の
暮らしの各種サービス向上に向けた取組
である。
具体的には、特車通行手続き等の迅速

化や港湾関連データ基盤の構築等による
行政手続きの迅速化に加え、ITやセンシ
ング技術等を活用したホーム転落防止技
術の活用や ETC によるタッチレス決済の
普及等に取組むこととしている（図－４）。
２点目は、「ロボット・AI 等の活用で

人を支援することによる、現場や暮らし
の安全性の向上」である。
これは、ロボットや AI 等の活用によ

り危険作業や苦渋作業の減少を図ると共

図－２　i-Constructionに関する工種拡大

図－３　インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーションで実現するもの
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に、経験が浅くても現場で活躍できる環
境の構築や、熟練技能の効率的な伝承等
に取り組むこととしている。
具体的には、無人化・自律施工による

安全性・生産性の向上やパワーアシスト

スーツ等による苦渋作業の減少による安
全で快適な労働環境の実現、AI等による
点検員の「判断」支援や CCTV カメラ画
像を用いた交通障害自動検知等によるAI
等を活用した暮らしの安全確保、人材育

成にモーションセンサー等を活用するな
ど熟練技能をデジタル化した効率的な技
能習得等の取組である（図－５）。
３点目は、「デジタルデータを活用した

仕事のプロセスや働き方の変革」である。

図－５　ロボット・AI等の活用で人を支援することによる、現場や暮らしの安全性の向上

図－４　行政手続きや暮らしにおけるサービスの変革
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これは、調査・監督検査業務における
非接触・リモートの働き方の推進や、デー
タや機械の活用により日常管理や点検の
効率化・高度化を図る取組である。
具体的には、衛星を活用した被災状況

把握等による調査業務の変革、画像解析

や三次元測量等を活用した監督検査の効
率化やリモート化に加え、AI活用や技術
開発により点検・管理業務の効率化等を
図る取組である（図－６）。
４点目は、「DX を支えるデータ活用環

境の実現」である。

これは、スマートシティ等と連携し、
データの活用による社会課題の解決策の
具体化に加え、その基盤となる３次元
データの活用環境を整備する取組である。
具体的には、都市の３次元モデルを構

築し、各種シミュレーションによるユー

図－７　DXを支えるデータ活用環境の実現

図－６　デジタルデータを活用した仕事のプロセスや働き方の変革
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図－８　国土交通データプラットフォームで実現をめざすデータ連携社会

スケースの開発に加え、データ活用の共
通基盤となる位置情報の基盤整備、さら
には３次元データの保管・活用や通信環
境の整備等を進める取組である（図－７）。

４．国土交通データプラット
フォームの構築

それぞれの DX に関する取組を推進す
ることは重要だが、こうした取組で得ら
れたデータ等を連携し、横断的に活用す
ることにより新たな価値を創造していく
ことも重要な取組である。このため、各
種データを連携する基盤として、「国土
交通データプラットフォーム」の構築に
も取り組んでいるところである（図－８）。
これまで、国・地方自治体の保有する

橋梁やトンネル、ダムや水門などの社会
インフラ（施設）の諸元や点検結果に関
するデータ約８万件、全国のボーリング
結果などの地盤データ約 14万件の計 22
万件を地図上に表示した。これらの情報
はプラットフォーム上で検索・閲覧が可
能であり、さらに必要なデータをダウン
ロードすることも可能である。
また、今後、工事・業務の電子成果品

に含まれるデータとの連携に向け，ICT
施工の３次元点群データ約 250件を地図
上に重ねて表示する機能を試行した。さ
らに、幹線交通機関における旅客流動の
実態調査結果である全国幹線旅客純流動
調査のデータや、浸水想定区域等の防災
に関するデータなど、順次拡大している。
今後は、他省庁や民間、地方公共団体な

どが保有するデータとの連携拡大に取り
組んでいく。

５.おわりに

以上、国土交通省が推進しているイン
フラ分野の DXの取組について紹介した。
コロナを契機に時代の転換点を迎える中、
陸海空のインフラの整備・管理により国
民の安全・安心を守るという使命と、よ
り高度で便利な国民サービスの提供を担
う国土交通省が、省横断的に取り組みを
進め、社会を変革する先導役となること
を目指していきたい。
また、国土交通省における所管分野の

DXの推進と合わせて、省内各分野のデー
タとの連携を進めると共に、官民から
様々な提案を募り、利活用方策を具体化
して発信を行うことにより、プラット
フォームを活用した価値の創造にも取り
組んでいきたい。
データとデジタル技術の活用により、

インフラ分野における変革を加速すべく、
部局の垣根を越え、省一丸となり取り組
みを進める所存である。




